
答  申 第  ５５  号 

平成３０年３月２８日 

 

川西市長  大 塩 民 生 様 

 

川西市個人情報保護審議会 

会 長  井 上 典 之 

 

 

個人情報の取扱いに関する意見について（答申） 

 

 

平成３０年２月１６日付諮問第５５号により諮問のありました下記の件について、

別紙のとおり答申します。 

 

 

記 

 

 

川西市個人情報保護条例第１０条第１項第４号及び同条第２項の規定に基づき、審

議会の意見を聴くことについての諮問 

 

 

［内 容］ 

保育料決定に係る市県民税課税事務における個人情報の目的外利用について 
 
 



［別紙］ 
 目的外利用・提供について 
 
番
号 事務の内容 目的外利用の目的 利用・提供する 

個人情報の内容 利用・提供先 所管課 本人通知 
の有無  

提供先に  
対する措置 審議会の意見 

 
73 
市県民税
課税事務 

 子ども・子育て支援法第２
７条第３項に規定する、保育
所等に在籍する児童の保護
者の所得の状況等を勘案し
て市が定める額（以下「保育
料」）の決定を行うため、市
民税課が保有する市民税所
得割額等の情報（以下「税情
報」）を、こども育成課が保
有する子ども・子育て支援シ
ステム内で参照できるよう、
情報提供を行う。 
 現在は、同意を得た対象者
について、こども育成課から
市民税課へ、税情報の提供依
頼を行い、決まった時期にデ
ータ提供をしているが、デー
タの提供後に更正等により
税情報が変わることがあり、
変更後の税情報は提供でき
ていない。 
 保育料について、税情報の
変更を反映した、適切な算定
を行うため、税情報を子ど
も・子育て支援システムと連
携し、利用しようとするもの
である。 

・宛名番号 
・資料区分 
・非課税判定区分 
・市民税所得割額 
・市民税均等割額 
・税額控除額 
 人的控除 
 住宅ローン控除 
 寄付金控除 
 配当割額・株式譲渡
所得割額控除 
 外国税額控除 

・控除対象配偶者の有無 
・障害者区分該当の有無 
・寡婦（夫）区分該当の有無 
・障害者控除該当人数 
・扶養控除該当 
 
税情報の利用方法 
 市県民税課税事務に
係る税情報データベー
スに対し、対象となる個
人を指定して、税情報を
子ども・子育て支援シス
テムに取り込む 

こども未来部 
こども家庭室 
こども育成課 

総務部 
税務室 
市民税課 

通知しない 
 
（理由） 
対象者が多
数であり、個
別に通知する
ことが現実的
でないため。 

 利用に当たっては
、以下の条件を付す
る。 
（１）子ども・子育
て支援システムにつ
いて、操作者を制限
し、担当以外の職員
が個人情報の閲覧等
をできないようにす
ること。 
（２）利用する個人
情報を保育料の決定
に係る目的以外に利
用・提供しないこと
。 
（３）利用する個人
情報は、漏えい等の
ないように厳重に管
理すること。 
（４）不要になった
個人情報は、適宜削
除すること。 

適当なものと
認める。 

 


